




























    
３．対象と方法 
研究方法は、文献研究、量的調査、質的調査である。先行研究の検討をもとにアンケート用紙を作
成し、郵送法による質問紙調査を実施した。調査対象は、関東圏内の政令指定都市 A市の公立中学校
教員である。質的調査は量的調査で調査協力者を募り、半構造化面接を行った。 
 
４．結 果 
仮説 1 では、教員が自分役割を行うための生活時間を削って業務に従事していることを実証した。
特に、睡眠時間を削る傾向がみられた。仮説 2では、教員役割時間と生活時間は、役割葛藤に関連し
ていることをピアソンの積率相関によって検証した。それによって、教員役割時間は役割葛藤(睡眠)・
役割葛藤(食事)・役割葛藤(身の回りの用事)・役割葛藤(自由)に影響し、一方、生活時間は、役割葛藤(睡
眠)・役割葛藤(家事)・役割葛藤(自由)に関連していることを実証した。仮説 3 では、教員役割と自分
役割の役割葛藤が、仕事と生活のバランスに影響していることを重回帰分析によって実証した。重回
帰分析の結果では、男性教員の場合は、役割葛藤(睡眠)と役割葛藤(病気)の 2つが有意な係数であった。
しかし、女性教員の場合は、有意な係数はなかった。仮説 4では、職場環境が教員役割時間と関連し
ていることを実証した。仮説 5では、職場環境と時間がワーク・ライフ・バランスに影響を与えてい
ることを実証した。仮説 6では、対親役割と教員役割の役割葛藤には、時間が関連していることを実
証した。仮説 7では、対親役割と時間が、仕事と生活のバランスに影響していることを重回帰分析に
よって実証した。女性教員の回帰式全体の有意性検定の結果は、有意ではなかったが、男性教員の場
合、食事時間、身の回りの用事時間、自由時間、対親役割(行事)が有意な係数であった。仮説 8では、
対配偶者役割と教員役割の役割葛藤には、時間が関連していることを実証した。仮説 9では、教員役
割と対配偶者役割の役割葛藤と時間が、仕事と生活のバランスに影響しているか重回帰分析によって
明らかにしようとした。しかし、回帰式全体の有意性検定の結果は、全体、男女別とも全て有意では
なかった。仮説 10 では、対子ども役割と教員役割の役割葛藤には、時間が関連していることを実証
した。仮説 11 では、教員役割と対子ども役割の役割葛藤と時間が、仕事と生活のバランスに影響し
ていることを重回帰分析によって、実証した。全体と女性教員では、回帰式全体の有意性検定の結果
は、有意であった。男性教員の場合は有意ではなかった。女性教員の場合、家事時間と対子ども役割
葛藤(病気)の 2つが有意な係数であった。 
役割葛藤が生じた時の対応として、生活の工夫である「道具的合理化」及び、自分自身を納得させ
る「正当化的合理化」を設定した。「道具的合理化」については、仕事と生活のバランスのとれている
群では、「意識的に仕事と生活の時間の切り替え」を行っていること、男性教員は「睡眠時間を確保す
ること」、女性教員は「家事を休日にまとめて行ったり、工夫や手抜きをしたりしている」こと、短時
間勤務群では「仕事の効率化を行っていること」が明らかになった。「正当化的合理化」については、
教員が生活よりも仕事を優先にさせる時は、「生徒のためには仕方がない」「仕事だからしなければな
らない」と考えることが明らかになった。一方、仕事よりも生活を優先にさせる時は、「家族に必要だ
から仕方がない」と考えることが明らかになった。 
教員のワーク・ライフ・バランスに関わる感情の構造については、教員は仕事と生活のバランスが
とれていない状況に置かれていても必ずしも否定的にならない背景には、生徒や仕事への肯定的感情
があることが推測された。 
 
５．考 察 
教員が生きるために必要な生活時間を削っていることが明らかになった。また、教員は生徒のため
に仕事を優先にし、家族に必要な場合と言ったやむを得ない状況で生活を優先にさせている。こうし
た、やむを得ない状況で生活を優先させたことがプライバタイゼーションとして捉えられてしまって
いた可能性を指摘できる。また、本人は仕事と生活のバランスがとれていると認識していても、その
状態は、必ずしもバランスがとれているとは限らない可能性と、ライフコースの段階によって、その
仕事と生活のバランスに求める内容は変わる可能性がある。本人はバランスがとれていると認識して
いても、その家族の状況や健康状態等は、本人では気がつかない場合もある。教員のワーク・ライフ・
バランスは、本人だけの問題ではなく、管理職の配慮や、組織としての仕事の配分が重要になると思
われる。 
 
６．結 論 
教員は、仕事と生活のバランスを睡眠時間や病気での休みとして捉える状況に置かれており、未婚
既婚に関わらない包括的なワーク・ライフ・バランス施策が求められる。また、教員自身も、複数の
役割を持たないリスク(極論を言えば、孤独死)を認識する必要がある。女性教員の場合、仕事と生活
のバランスに影響をしていたものは、子どもの病気等の時の世話であった。しかし、女性教員の場合、
そもそも自由時間が少なく、単純な病児保育の充実で解決できるものではないことがわかる。病児保
育の充実よりも、全ての人が休みやすい、働きやすい、柔軟な対応ができる職場にする方が、現実的
である。また、男女で、仕事と生活のバランスに影響があるものが異なるのは、女性教員の場合、家
事を負担する割合が高い等、男女で生活場面での負担が異なるためと推測される。 
これらのことから、根本的な、人員不足の解消が必要である。そして、職場環境が教員のワーク・
ライフ・バランスに影響しており、管理職の役割は重要である。 
